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千葉県環境影響評価条例施行規則等の改正（太陽電池発電所の追加） 

に対する意見（答申案） 

 

千葉県環境影響評価委員会は、千葉県環境影響評価条例（以下「条例」という。）の対象

事業に太陽電池発電所の設置又は変更の工事の事業（以下「太陽電池発電事業」という。）

を追加するに当たり、対象とすべき事業の規模や、新たに追加すべき環境影響評価の項目

等について、専門的な見地から慎重に検討を行った。 

条例の対象事業は、事業規模が大きく環境影響の程度が大きなものとなるおそれがある

事業であり、環境影響評価及び事後調査等の結果を事業内容の決定及び事業実施に反映 

させ、当該事業に係る環境の保全について適正な配慮がなされることを期する、という  

基本的な考え方に基づき定められている。 

太陽電池発電事業については、地球温暖化防止等の観点から導入拡大が期待されており、

建物屋上や工場敷地内の空地等に加え、近年は森林等の地域に大規模に設置する例も  

見られる。 

その一方で、大規模な事業実施に伴い、国内において土砂流出や濁水の発生、景観への

影響、動植物の生息・生育環境の悪化などの問題が生じている事例も指摘されている。  

このため、今後の適正な太陽電池発電事業の導入に向けて、事業者が環境影響評価の手続

を適切に実施し、より環境の保全に配慮した事業を実施することが求められる。 

太陽電池発電事業に伴う環境影響は、土地造成等の面的開発に大きく左右され、特に 

林地や傾斜地における土地の安定性や、動物・植物・生態系への影響などが懸念される。

また、太陽電池発電事業特有の環境影響として、太陽光パネルの反射光による近隣住環境

への影響のほか、事業終了時の設備撤去に伴う廃棄物による影響などが挙げられる。 

ついては、これらの状況を踏まえるとともに、下記の事項を考慮し、「千葉県環境影響 

評価条例施行規則」（以下「施行規則」という。）及び「千葉県環境影響評価条例に基づく

対象事業等に係る環境影響評価の項目並びに当該項目に係る調査、予測及び評価を合理的

に行うための手法を選定するための指針並びに環境の保全のための措置に関する指針を 

定める規則」（以下「技術指針」という。）について、所要の改正を行う必要がある。 
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記 

１ 施行規則の改正について 

（１）対象となる事業の規模要件 

ア 規模要件の指標 

太陽電池発電事業に伴う環境影響は、土地造成等の面的開発に大きく左右される 

ことから、面積を指標とすることが適当である。しかしながら、発電所事業において

は面積に係る統一的な考え方が存在せず、面積の判断に疑義が生じる場合があり得る

ことから、明確に面積を規定できる指標として、太陽光を電気に変換する設備の水平

投影面積（以下「発電設備面積」という。）を採用することが適当である。 

イ 規模要件の水準 

条例は、規模が大きく環境影響の程度が大きなものとなるおそれがある事業を対象

としており、太陽電池発電事業の規模要件の水準についても同様の考え方により設定

する必要がある。また、自然公園など特に保全を図る必要がある区域において事業が

実施される場合は、より環境に配慮する必要がある。 

条例の対象事業のうち「土砂等の埋立て等の事業」（以下「埋立事業」という。）に

ついては、規模要件の指標を面積（埋立面積）としていることに加え、様々な場所で

事業実施が可能であることや土地造成に伴う環境影響など、太陽電池発電事業の特徴

と比較的類似しており、規模要件の水準についても、自然公園等区域内で実施される

事業とそれ以外の事業でそれぞれ設定されている。 

これらを踏まえ、条例に基づく環境影響評価手続を行う必要がある太陽電池発電 

事業（基本事業）の水準については、自然公園等区域内で実施される事業は１０ｈａ

以上、それ以外の事業は４０ｈａ以上とすることが適当である。 

また、基本事業の規模には満たないが、環境影響評価法（以下「法」という。）又は

条例の対象となる別の事業と一体的に実施される太陽電池発電事業であって、条例に

基づく環境影響評価を行う必要があるかどうかを知事が個別に判定する対象となる 

事業（関連対象事業）については、条例における既存の対象事業と同様、基本事業の

１／２相当の水準（自然公園等区域内で実施される事業は５ｈａ以上、それ以外の  

事業は２０ｈａ以上）とすることが適当である。 
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（２）軽微な修正・変更の要件 

環境影響評価方法書の公告後、環境影響評価書の公告が行われるまでの間に事業 

内容を修正する場合であっても、手続の再実施が不要となる要件（軽微な修正の要件）

及び環境影響評価書の公告後、事業着手までの間に事業内容を変更する場合であって

も、手続の再実施が不要となる要件（軽微な変更の要件）については、埋立事業及び

法の太陽電池発電事業に係る軽微な修正等の要件を参考に、次のとおり設定すること

が適当である。 

ア 軽微な修正の要件 

（ア）発電設備面積が２０％以上増加しないこと。 

（イ）修正前の対象事業実施区域から３００ｍ以上離れた区域が新たに対象事業実施

区域とならないこと。 

イ 軽微な変更の要件 

（ア）発電設備面積が１０％以上増加しないこと。 

（イ）変更前の対象事業実施区域から３００ｍ以上離れた区域が新たに対象事業実施

区域とならないこと。 

 

２ 技術指針の改正について 

（１）環境影響評価の項目の追加 

太陽電池発電事業に特有の環境影響である「反射光」について、既存の環境要素で

ある「風害、光害及び日照阻害」の「光害」に含めることにより、環境影響評価項目

に追加することが適当である。 

（２）技術指針別表（別表第１）の見直し 

太陽電池発電事業が一般的な内容で実施された場合、事業の終了後、設備の撤去に

伴い廃棄物が発生することから、「発電用電気工作物の設置又は変更」の活動要素と 

して「土地又は工作物の存在及び供用」に係る「工作物の撤去又は廃棄」を追加する

ことが適当である。 
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３ その他 

（１）参考手法の具体的な内容を定めた「千葉県環境影響評価技術細目」について、技術

指針の改正内容を踏まえ、所要の改正を行う必要がある。 

（２）条例の対象とならない規模の太陽電池発電事業について、適切な環境配慮がなされ

るよう、「太陽光発電の環境配慮ガイドライン（令和２年３月 環境省）」等による  

自主的な取組を促す必要がある。 

 

 

 

＜参考＞ 審議経過 

令和元年１２月１３日 諮問 

令和元年１２月２０日 審議 

令和２年 ２月２１日 審議 

令和２年１２月１８日  答申案審議 


